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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「DC 静岡ベンチマーク・ファンド」
は、このたび、第₁₃期の決算を行ないまし
た。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<3705>

DC静岡ベンチマーク・ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象
ベビーファンド 静岡ベンチマーク・マザー

ファンドの受益証券

静岡ベンチマーク
・マザーファンド

わが国の金融商品取引所上
場株式および店頭登録株式

マ ザ ー
ファンドの
運 用 方 法

①静岡企業（株式公開企業に限ります。）の
株式へ投資することにより、中長期的な信
託財産の成長をめざして運用を行ないます。
②静岡企業とは、静岡県内に本社を置いて
いる企業（以下、「県内企業」といいます。）
と、静岡県に進出し雇用を創出している企
業（以下、「進出企業」といいます。）とし
ます。
③信託財産の 2 割程度を上限に、ＴＯＰＩＸ
先物を買建てることができるものとします。
④実質株式組入比率を、通常の状態で90％
程度以上に維持することを基本とします。
⑤静岡企業の株式への投資のうち個々の銘
柄への投資については、時価総額や市場流
動性あるいは投資リスクなどを考慮して銘
柄選定を行ないます。
⑥県内企業の株式への投資については、そ
れぞれの時価総額に応じた投資比率とする
ことを基本とします。
⑦進出企業の株式への投資については、時
価総額と、県内従業員数など静岡県との関
連度を考慮して銘柄選定を行ない、それぞ
れの時価総額に応じた比率に一定の値を乗
じた投資比率で組入れを行なうことを基本
とします。

組 入 制 限
ベビーファンドのマザーファンド組入上限比率 無制限

マザーファンドの株式組入上限比率 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、配当等収益を中心に分配金額を決
定します。ただし、分配対象額が少額の場
合には、分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないま
す。ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をま
とめてベビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主
としてマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な運
用をマザーファンドで行なう仕組みです。



DC静岡ベンチマーク・ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₉ 期末（₂₀₁₁年 ₄ 月₁₅日） ₁₀, ₅₂₈ ₀ △ ₁₀. ₂ ₈₄₁. ₂₉ △ ₁₅. ₈ ₉₀. ₀ ₈. ₇ ₁₈₈
₁₀期末（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₆日） ₁₀, ₅₁₅ ₀ △ ₀. ₁ ₈₀₃. ₈₃ △ ₄. ₅ ₉₀. ₈ ₇. ₈ ₂₀₉
₁₁期末（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₅日） ₁₄, ₅₂₉ ₀ ₃₈. ₂ ₁, ₁₃₃. ₉₉ ₄₁. ₁ ₉₂. ₈ ₅. ₇ ₃₁₇
₁₂期末（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₅日） ₁₅, ₂₈₈ ₀ ₅. ₂ ₁, ₁₃₆. ₀₉ ₀. ₂ ₉₃. ₂ ₅. ₆ ₃₄₆
₁₃期末（₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日） ₂₂, ₂₈₆ ₀ ₄₅. ₈ ₁, ₅₈₈. ₈₁ ₃₉. ₈ ₉₆. ₁ ₃. ₆ ₅₁₁

（注 ₁ ）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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DC静岡ベンチマーク・ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₅, ₂₈₈円　期末：₂₂, ₂₈₆円　騰落率：₄₅. ₈％
【基準価額の主な変動要因】

静岡企業（株式公開企業に限る。）の株式へ投資することにより、中長期的な信託財産の成長をめざして運用を行なった
結果、国内株式市況の上昇を反映して、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、ウクライナ情勢や消費税率引上げへの懸念から、₂₀₁₄年 ₅ 月中旬まで低迷した状態が続き
ました。 ₅ 月下旬からは、米国経済の回復や国内企業業績の改善、法人税率引下げ方針の決定、コーポレートガバナンス
（企業統治）改革への期待、円安の進行などを背景に株価は上昇しました。 ₉ 月下旬以降は、世界経済の先行き不透明感
やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などにより、株価は下落しました。₁₀月下旬から
は、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、
円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済の不安やギリ
シャ情勢混迷によるユーロ安などから下落する局面もありました。₂₀₁₅年 ₁ 月半ばからは、ＥＣＢ（欧州中央銀行）によ
る量的金融緩和の決定や日米景気の着実な回復、春闘でのベア高め妥結期待、良好な株式需給関係などを受けて、株価は
上昇しました。

◆前期における「今後の運用方針」

静岡ベンチマーク・マザーファンドの受益証券を組入れ、信託財産の成長をめざします。

年　　月　　日
基 準 価 額 T O P I X 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₁₅日 ₁₅, ₂₈₈ ― ₁, ₁₃₆. ₀₉ ― ₉₃. ₂ ₅. ₆

₄ 月末 ₁₅, ₅₃₆ ₁. ₆ ₁, ₁₆₂. ₄₄ ₂. ₃ ₈₉. ₇ ₉. ₂
₅ 月末 ₁₆, ₁₄₃ ₅. ₆ ₁, ₂₀₁. ₄₁ ₅. ₇ ₉₀. ₁ ₈. ₇
₆ 月末 ₁₆, ₉₅₉ ₁₀. ₉ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₁₁. ₁ ₉₀. ₉ ₇. ₉
₇ 月末 ₁₇, ₄₄₈ ₁₄. ₁ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁₃. ₅ ₉₁. ₇ ₇. ₃
₈ 月末 ₁₇, ₃₃₄ ₁₃. ₄ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₁₂. ₅ ₉₂. ₇ ₆. ₄
₉ 月末 ₁₈, ₂₉₇ ₁₉. ₇ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁₆. ₇ ₉₃. ₁ ₅. ₅
₁₀月末 ₁₈, ₃₂₀ ₁₉. ₈ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₁₇. ₄ ₉₃. ₆ ₅. ₆
₁₁月末 ₁₉, ₅₄₇ ₂₇. ₉ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₂₄. ₁ ₉₄. ₁ ₅. ₀
₁₂月末 ₁₉, ₂₉₉ ₂₆. ₂ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₂₃. ₉ ₉₄. ₆ ₄. ₄

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₉, ₅₂₆ ₂₇. ₇ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₂₄. ₆ ₉₄. ₆ ₄. ₄
₂ 月末 ₂₀, ₉₇₅ ₃₇. ₂ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₃₄. ₁ ₉₅. ₁ ₄. ₅
₃ 月末 ₂₁, ₃₃₇ ₃₉. ₆ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₃₅. ₈ ₉₅. ₂ ₃. ₈

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日 ₂₂, ₂₈₆ ₄₅. ₈ ₁, ₅₈₈. ₈₁ ₃₉. ₈ ₉₆. ₁ ₃. ₆
（注）騰落率は期首比。
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DC静岡ベンチマーク・ファンド

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「静岡ベンチマーク・マザーファンド」の受益証券組入比率は期を通じておおむね₁₀₀％程度を維持しました。
○静岡ベンチマーク・マザーファンド

運用の基本方針に基づき、静岡企業（静岡県内に本社を置いている企業と、静岡県に進出し雇用を創出している企業）
に投資を行ないました。

静岡県内に本社を置いている企業の株式に対しては、時価総額に応じた投資比率で、静岡県に進出し雇用を創出してい
る企業の株式に対しては、時価総額と県内従業員数など静岡県との関連度を考慮して銘柄選定を行ない、それぞれの時価
総額に応じた比率に一定の値を乗じた投資比率で組入れを行ないました。

株式の業種構成は、静岡県を本拠地とする企業、もしくは進出企業が多い輸送用機器、小売業、銀行業等の比率がＴＯ
ＰＩＸと比較して高くなっております。

また、期を通じて株式の実質組入比率（株式先物を含む）を₉₈～₁₀₀％程度としました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
50. 0

40. 0

30. 0

20. 0

10. 0

0. 0
当　期

（2014. 4. 15～2015. 4. 15）

基準価額
ＴＯＰＩＸ

◆分配金について
当期は、経費控除後の配当等収益が少額であったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日
～₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ―
対 基 準 価 額 比 率（％） ―
当 期 の 収 益（円） ―
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₁₆, ₂₄₆
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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DC静岡ベンチマーク・ファンド

《今後の運用方針》

○当ファンド
引続き「静岡ベンチマーク・マザーファンド」の受益証券組入比率を高位に維持します。

○静岡ベンチマーク・マザーファンド
引続き、当ファンドの運用の基本方針に基づき、静岡企業の株式へ投資することにより、中長期的な信託財産の成長をめ

ざした運用を継続してまいります。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₄. ₁₆～₂₀₁₅. ₄. ₁₅）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₉₄円 ₁. ₀₅₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₈, ₃₃₇円です。

（投信会社）  （₉₉）  （₀. ₅₄₀） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₇₉）  （₀. ₄₃₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₁₆）  （₀. ₀₈₆） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₈   ₀. ₀₄₂   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₂）  （₀. ₀₁₁） 
（先物）  （₆）  （₀. ₀₃₀） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₀₅   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₂₀₃   ₁. ₁₀₅  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）

項 目 当 期
静岡ベンチマーク・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁, ₂₁₃, ₄₈₀千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₃, ₉₃₈, ₉₀₇千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₃₀ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
静岡ベンチ
マ ー ク・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₃₆, ₂₁₆ ₆₈, ₆₀₀ ₃₆, ₁₃₇ ₇₀, ₆₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。
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ＤＣ静岡ベンチマーク・ファンド

（3） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁₇₅千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₁₅₃千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₈₇. ₆％ 
（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支

払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
静 岡 ベ ン チ マ ー ク・
マ ザ ー フ ァ ン ド ₂₂₂, ₁₆₈ ₂₂₂, ₂₄₇ ₅₁₀, ₃₄₇ 

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
静岡ベンチマーク・マザーファンド ₅₁₀, ₃₄₇ ₉₈. ₉ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₅, ₅₈₀ ₁. ₁ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₅₁₅, ₉₂₈ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 515， 92₈， 45₆円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₃, ₈₈₀, ₅₀₀  
静岡ベンチマーク・マザーファンド（評価額） ₅₁₀, ₃₄₇, ₉₅₆  
未 収 入 金 ₁, ₇₀₀, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 4， 130， 323  
未 払 解 約 金 ₁, ₇₂₀, ₂₀₇  
未 払 信 託 報 酬 ₂, ₃₉₇, ₉₇₅  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₂, ₁₄₁  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 511， 79₈， 133  
元 本 ₂₂₉, ₆₄₅, ₃₆₁  
次 期 繰 越 損 益 金 ₂₈₂, ₁₅₂, ₇₇₂  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 229， ₆45， 3₆1口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 22， 2₈₆円

＊ 期首における元本額は₂₂₆, ₉₀₇, ₆₉₇円、当期中における追加設定元本額は
₄₅, ₂₄₄, ₈₄₃円、同解約元本額は₄₂, ₅₀₇, ₁₇₉円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₂, ₂₈₆円です。

（2） マザーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況

（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₇₆ ₂₁ ₂₈. ₅ ₁, ₁₃₇ ₁₅₀ ₁₃. ₃ 

株式先物取引 ₁, ₆₆₃ ₁, ₆₆₃ ₁₀₀. ₀ ₁, ₈₁₀ ₁, ₈₁₀ ₁₀₀. ₀ 

コール・ローン ₆₇, ₄₃₂ ― ― ― ― ― 
（注）平均保有割合₉. ₉％
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファン

ドのマザーファンド所有口数の割合。

■利害関係人との取引状況
（1） ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引状

況
当期中における利害関係人との取引はありません。
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ＤＣ静岡ベンチマーク・ファンド

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₈2₈円

受 取 利 息 ₈₂₈
（Ｂ）有価証券売買損益 151， ₆05， 739

売 買 益 ₁₆₅, ₉₄₈, ₂₁₁
売 買 損 △ ₁₄, ₃₄₂, ₄₇₂

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 4， 4₆2， 17₆
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 147， 144， 391
（Ｅ）前期繰越損益金 4₈， 021， 392
（Ｆ）追加信託差損益金 ₈₆， 9₈₆， 9₈9

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₇₇, ₉₂₀, ₄₃₀）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₉₀, ₉₃₃, ₄₄₁）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 2₈2， 152， 772
次期繰越損益金（Ｇ） 2₈2， 152， 772
追 加 信 託 差 損 益 金 ₈₆, ₉₈₆, ₉₈₉

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₇₇, ₉₂₀, ₄₃₀）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₉₀, ₉₃₃, ₄₄₁）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₉₅, ₁₆₅, ₇₈₃

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₈₂₈円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁₄₇, ₁₄₃, ₅₆₃
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₇₇, ₉₂₀, ₄₃₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₄₈, ₀₂₁, ₃₉₂
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₃₇₃, ₀₈₆, ₂₁₃
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₃₇₃, ₀₈₆, ₂₁₃
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂₂₉, ₆₄₅, ₃₆₁口

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】
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静岡ベンチマーク・マザーファンド

運用報告書　第13期　（決算日　2015年 4 月15日）

（計算期間　2014年 ₄ 月₁₆日～2015年 ₄ 月₁₅日）

静岡ベンチマーク・マザーファンドの第₁₃期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式および店頭登録株式

運 用 方 法

①静岡企業（株式公開企業に限ります。）の株式へ投資することにより、中長期的な信託財産
の成長をめざして運用を行ないます。
②静岡企業とは、静岡県内に本社を置いている企業（以下、「県内企業」といいます。）と、静
岡県に進出し雇用を創出している企業（以下、「進出企業」といいます。）とします。
③信託財産の ₂ 割程度を上限に、ＴＯＰＩＸ先物を買建てることができるものとします。
④実質株式組入比率を、通常の状態で90％程度以上に維持することを基本とします。
⑤静岡企業の株式への投資のうち個々の銘柄への投資については、時価総額や市場流動性ある
いは投資リスクなどを考慮して銘柄選定を行ないます。
⑥県内企業の株式への投資については、それぞれの時価総額に応じた投資比率とすることを基
本とします。
⑦進出企業の株式への投資については、時価総額と、県内従業員数など静岡県との関連度を考
慮して銘柄選定を行ない、それぞれの時価総額に応じた比率に一定の値を乗じた投資比率で組
入れを行なうことを基本とします。

株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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静岡ベンチマーク・マザーファンド

■当期中の基準価額と市況の推移 《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₅, ₅₇₀円　期末：₂₂, ₉₆₃円　騰落率：₄₇. ₅％
【基準価額の主な変動要因】

静岡企業（株式公開企業に限る。）の株式へ投資することにより、
中長期的な信託財産の成長をめざして運用を行なった結果、国内株式
市況の上昇を反映して、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、ウクライナ情勢や消費税率引上げへ
の懸念から、₂₀₁₄年 ₅ 月中旬まで低迷した状態が続きました。 ₅ 月
下旬からは、米国経済の回復や国内企業業績の改善、法人税率引下
げ方針の決定、コーポレートガバナンス（企業統治）改革への期
待、円安の進行などを背景に株価は上昇しました。 ₉ 月下旬以降
は、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸
念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などにより、株価は下落しまし
た。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ
（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決
定、円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。
₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済の不安やギリシャ情勢
混迷によるユーロ安などから下落する局面もありました。₂₀₁₅年 ₁
月半ばからは、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定
や日米景気の着実な回復、春闘でのベア高め妥結期待、良好な株式
需給関係などを受けて、株価は上昇しました。

◆前期における「今後の運用方針」
株式組入比率については、高位を維持する方針です。ポートフォ

リオにつきましては、静岡企業の株式に投資を行なっていく方針で
す。

◆ポートフォリオについて
運用の基本方針に基づき、静岡企業（静岡県内に本社を置いている

企業と、静岡県に進出し雇用を創出している企業）に投資を行ないま
した。

静岡県内に本社を置いている企業の株式に対しては、時価総額に応
じた投資比率で、静岡県に進出し雇用を創出している企業の株式に対
しては、時価総額と県内従業員数など静岡県との関連度を考慮して銘
柄選定を行ない、それぞれの時価総額に応じた比率に一定の値を乗じ
た投資比率で組入れを行ないました。

株式の業種構成は、静岡県を本拠地とする企業、もしくは進出企業
が多い輸送用機器、小売業、銀行業等の比率がＴＯＰＩＸと比較して
高くなっております。

また、期を通じて株式の実質組入比率（株式先物を含む）を₉₈～
₁₀₀％程度としました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け

ておりません。
当期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率は、それぞれ

₄₇. ₅％、₃₉. ₈％となりました。

《今後の運用方針》
　引続き、当ファンドの運用の基本方針に基づき、静岡企業の株式へ投
資することにより、中長期的な信託財産の成長をめざした運用を継続し
てまいります。

年　 月　 日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株 式

組 入
比 率

株 式
先 物
比 率騰 落 率（参考指数）騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₁₅日 ₁₅, ₅₇₀ ― ₁, ₁₃₆. ₀₉ ― ₉₃. ₄ ₅. ₆

₄ 月末 ₁₅, ₈₃₁ ₁. ₇ ₁, ₁₆₂. ₄₄ ₂. ₃ ₉₀. ₀ ₉. ₃
₅ 月末 ₁₆, ₄₆₅ ₅. ₇ ₁, ₂₀₁. ₄₁ ₅. ₇ ₉₀. ₃ ₈. ₇
₆ 月末 ₁₇, ₃₁₆ ₁₁. ₂ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₁₁. ₁ ₉₁. ₁ ₇. ₉
₇ 月末 ₁₇, ₈₃₃ ₁₄. ₅ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁₃. ₅ ₉₂. ₀ ₇. ₄
₈ 月末 ₁₇, ₇₃₁ ₁₃. ₉ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₁₂. ₅ ₉₂. ₉ ₆. ₅
₉ 月末 ₁₈, ₇₃₆ ₂₀. ₃ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁₆. ₇ ₉₃. ₄ ₅. ₅
₁₀月末 ₁₈, ₇₇₇ ₂₀. ₆ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₁₇. ₄ ₉₃. ₉ ₅. ₆
₁₁月末 ₂₀, ₀₅₄ ₂₈. ₈ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₂₄. ₁ ₉₄. ₃ ₅. ₀
₁₂月末 ₁₉, ₈₁₆ ₂₇. ₃ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₂₃. ₉ ₉₄. ₈ ₄. ₄

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₂₀, ₀₆₈ ₂₈. ₉ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₂₄. ₆ ₉₄. ₇ ₄. ₄
₂ 月末 ₂₁, ₅₇₈ ₃₈. ₆ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₃₄. ₁ ₉₅. ₂ ₄. ₅
₃ 月末 ₂₁, ₉₇₂ ₄₁. ₁ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₃₅. ₈ ₉₅. ₅ ₃. ₈

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日 ₂₂, ₉₆₃ ₄₇. ₅ ₁, ₅₈₈. ₈₁ ₃₉. ₈ ₉₆. ₃ ₃. ₆
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

25, 000

20, 000

15, 000

10, 000

（円）

期　首
（2014. 4. 15）

期　末
（2015. 4. 15）

基準価額
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静岡ベンチマーク・マザーファンド

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 7円
（株式） （ 2） 
（先物） （ 5） 

有価証券取引税 ―

その他費用 ―

合 計 7  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ） 各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₄₉. ₃ ₇₆, ₀₁₇  ₆₄₄. ₃  ₁, ₁₃₇, ₄₆₃ 
（△ ₁. ₅） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₁, ₆₆₃ ₁, ₈₁₀ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
本田技研 ₇. ₆  ₂₆, ₉₇₇  ₃, ₅₄₉  ヤマハ発動機 ₃₆. ₂  ₉₉, ₆₄₂  ₂, ₇₅₂ 
はごろもフーズ ₉  ₉, ₈₃₄  ₁, ₀₉₂  スズキ ₂₈. ₂  ₉₇, ₀₁₉  ₃, ₄₄₀ 
スズキ ₂ ₆, ₄₇₈  ₃, ₂₃₉  セブン & アイ・ＨＬＤＧＳ ₁₈. ₃  ₉₀, ₁₀₉  ₄, ₉₂₄ 
静岡銀行 ₃  ₃, ₁₉₆  ₁, ₀₆₅  静岡銀行 ₆₉  ₈₀, ₉₀₆  ₁, ₁₇₂ 
セブン & アイ・ＨＬＤＧＳ ₀. ₆  ₂, ₅₈₄  ₄, ₃₀₇  スルガ銀行 ₂₆. ₅  ₆₅, ₇₉₁  ₂, ₄₈₂ 
三菱電機 ₂ ₂, ₅₃₉  ₁, ₂₆₉  三菱電機 ₄₄  ₆₄, ₅₉₅  ₁, ₄₆₈ 
富士テクニカ宮津 ₅. ₈ ₂, ₅₂₉  ₄₃₆  浜松ホトニクス ₁₃. ₃  ₅₈, ₁₅₆  ₄, ₃₇₂ 
ヤマハ発動機 ₁. ₄  ₂, ₄₀₅  ₁, ₇₁₈ 本田技研 ₁₃. ₃  ₅₃, ₄₉₆  ₄, ₀₂₂ 
科研製薬 ₁  ₂, ₀₁₂  ₂, ₀₁₂  富士フイルムＨＬＤＧＳ ₁₀. ₆  ₄₄, ₅₅₃  ₄, ₂₀₃ 
ティーライフ ₁. ₈ ₁, ₆₅₂  ₉₁₈  ヤマハ ₂₀. ₄  ₄₂, ₇₀₇  ₂, ₀₉₃ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。
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静岡ベンチマーク・マザーファンド

■組入資産明細表
（1）国 内 株 式

（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　柄　別
当　　　期　　　末

買　建　額 売　建　額
国
内Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

百万円 百万円 
₁₄₃  ― 

（注）単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

建設業（2. 3％）
　積水ハウス ₅₈. ₁ ₄₅. ₃ ₈₆, ₄₃₂
　トーエネック ₉ ₆ ₃, ₄₇₄
食料品（1. 2％）
　米久 ₁₂. ₂ ₉. ₂ ₁₆, ₈₀₈
　伊藤園 ₇. ₆ ₅. ₈ ₁₅, ₃₉₉
　焼津水産化工 ₅. ₅ ₄. ₂ ₄, ₂₄₂
　はごろもフーズ ― ₇ ₈, ₂₄₆
　AFC-HD アムスライフサイエン ₅. ₂ ₃. ₉ ₂, ₈₁₉
繊維製品（2. ₈％）
　東レ ₁₃₈ ₁₀₆ ₁₀₆, ₃₁₈
パルプ・紙（0. 4％）
　特種東海製紙 ₆₉ ₅₃ ₁₄, ₆₂₈
化学（7. 0％）
　旭化成 ₁₁₉ ₉₁ ₁₀₃, ₁₀₃
　共和レザー ₁₀. ₄ ₇. ₉ ₆, ₂₉₆
　富士フイルム HLDGS ₄₃. ₅ ₃₃. ₃ ₁₅₃, ₅₂₉
　クミアイ化学 ₈ ₅. ₆ ₅, ₇₄₀
医薬品（2. 7％）
　協和発酵キリン ₄₉ ₃₇ ₆₃, ₀₈₅
　科研製薬 ₈ ₆ ₂₇, ₆₃₀
　ツムラ ₅. ₉ ₄. ₆ ₁₃, ₁₉₂
ゴム製品（0. 7％）
　横浜ゴム ₂₉ ₂₂ ₂₈, ₂₀₄
ガラス・土石製品（0. 2％）
　ヨシコン ₃. ₄ ₂. ₆ ₂, ₅₁₆
　ニチアス ₁₀ ₈ ₅, ₆₆₄
非鉄金属（0. 3％）
　日本軽金属ＨＤ ₄₆. ₁ ₃₅. ₃ ₆, ₆₇₁
　リョービ ₁₄ ₁₁ ₄, ₄₆₆
機械（0. ₈％）
　東芝機械 ₇₁ ₅₄ ₂₈, ₈₉₀
　ニューフレアテクノロジー ₅. ₁ ― ―
　ＮＴＮ ₄₅ ― ―
　富士テクニカ宮津 ― ₄. ₄ ₂, ₂₁₇
電気機器（15. ₆％）
　三菱電機 ₁₈₁ ₁₃₉ ₂₁₀, ₅₁₅
　明電舎 ₁₉ ₁₅ ₅, ₈₉₅
　東芝テック ₂₅ ₁₉ ₁₃, ₆₄₂
　日東工業 ₃. ₇ ₂. ₈ ₆, ₃₂₈
　ローランド ディー . ジー . ₇. ₆ ₄. ₇ ₁₅, ₃₆₉

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

　協立電機 ₁. ₉ ₁. ₄ ₂, ₃₆₃
　ＡＳＴＩ ₈ ― ―
　ウシオ電機 ₁₁. ₈ ₉ ₁₄, ₃₂₈
　浜松ホトニクス ₃₅. ₄ ₅₄. ₂ ₁₉₉, ₄₅₆
　国産電機 ₇ ₅ ₁, ₂₉₀
　小糸製作所 ₁₃. ₆ ₁₀. ₄ ₃₈, ₁₆₈
　スター精密 ₁₉. ₉ ₁₅. ₂ ₂₈, ₁₈₀
　リコー ₆₃ ₄₈. ₂ ₆₄, ₁₃₀
輸送用機器（31. 5％）
　ユニプレス ₄ ₃. ₁ ₇, ₄₁₅
　ユタカ技研 ₆. ₂ ₄. ₇ ₁₂, ₇₅₅
　ユニバンス ₉. ₉ ₇. ₅ ₂, ₅₂₀
　富士機工 ₂₃ ₁₇ ₉, ₆₀₅
　本田技研 ₉₇. ₉ ₉₂. ₂ ₃₈₂, ₁₆₉
　スズキ ₁₂₇. ₉ ₁₀₁. ₇ ₃₇₈, ₉₃₄
　ヤマハ発動機 ₁₄₇. ₉ ₁₁₃. ₁ ₃₃₄, ₈₈₉
　ショーワ ₆. ₄ ₄. ₉ ₆, ₀₆₆
　豊田合成 ₁₀. ₉ ₈. ₄ ₂₂, ₈₈₁
　日本プラスト ₈. ₂ ₆. ₃ ₆, ₄₁₃
　村上開明堂 ₆ ₄ ₈, ₀₇₆
　エフ・シー・シー ₂₂. ₃ ₁₇ ₃₃, ₄₀₅
　フジオーゼックス ₈ ₇ ₃, ₉₂₀
精密機器（0. 2％）
　日機装 ₆. ₈ ₅. ₂ ₅, ₉₁₇
その他製品（4. 3％）
　ヤマハ ₈₃. ₄ ₆₃. ₈ ₁₅₂, ₄₈₂
　河合楽器 ₃₆ ₂. ₈ ₆, ₅₃₅
　岡村製作所 ₉ ₇. ₃ ₆, ₉₃₅
電気・ガス業（0. 5％）
　静岡ガス ₃₂. ₂ ₂₄. ₆ ₁₉, ₄₈₃
陸運業（2. 3％）
　ハマキョウレックス ₃. ₅ ₂. ₇ ₁₂, ₁₅₀
　ヤマトホールディングス ₃₈. ₄ ₂₈. ₂ ₇₇, ₉₃₀
卸売業（0. ₈％）
　TOKAI ホールディングス ₆₅. ₆ ₅₀. ₂ ₂₅, ₂₅₀
　アイ・テック ₅. ₂ ₃. ₉ ₄, ₅₈₆
小売業（9. 1％）
　ティーライフ ― ₁. ₄ ₁, ₃₆₉
　セブン & アイ・HLDGS ₇₅ ₅₇. ₃ ₃₁₂, ₅₇₁
　スクロール ₁₄. ₅ ₁₁. ₁ ₃, ₀₈₅
　マックスバリュ東海 ₇. ₆ ₅. ₇ ₉, ₇₅₂

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

　CFS コーポレーション ₁₄. ₆ ₁₁. ₁ ₁₁, ₂₈₈
　ユニーグループ・ＨＤ ₁₉. ₈ ₁₅. ₁ ₁₀, ₈₇₂
　マキヤ ₄. ₄ ₃. ₄ ₁, ₉₅₁
銀行業（12. 9％）
　静岡銀行 ₂₈₁ ₂₁₅ ₂₆₂, ₇₃₀
　スルガ銀行 ₁₁₀ ₈₃. ₅ ₂₂₅, ₅₃₃
　清水銀行 ₄. ₁ ₃. ₁ ₉, ₂₈₄
サービス業（4. 3％）
　綜合警備保障 ₈. ₆ ₆. ₆ ₂₆, ₇₆₃
　セコム ₁₉. ₇ ₁₅. ₁ ₁₃₁, ₁₅₈
　メイテツク ₂. ₇ ₂. ₁ ₈, ₃₇₉

千株 千株 千円

合計
株数、金額 ₂, ₄₈₉. ₆ ₁, ₈₉₃. ₁ ₃, ₈₄₄, ₃₀₁

銘柄数＜比率＞ ₇₀銘柄 ₇₀銘柄 ＜₉₆. ₃％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₃, ₈₄₄, ₃₀₁ ₈₃. ₈ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₇₄₄, ₉₃₆ ₁₆. ₂ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₄, ₅₈₉, ₂₃₇ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 4, ₆37, 492, 934円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₇₀, ₇₁₃, ₀₁₇  
株 式（評価額） ₃, ₈₄₄, ₃₀₁, ₂₅₀  
未 収 入 金 ₅₄₆, ₉₉₃, ₉₆₇  
未 収 配 当 金 ₂₇, ₂₂₉, ₇₀₀  
差 入 委 託 証 拠 金 ₄₈, ₂₅₅, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 ₆47, 270, 000  
未 払 解 約 金 ₅₉₈, ₇₀₀, ₀₀₀  
差 入 委 託 証 拠 金 代 用 有 価 証 券 ₄₈, ₅₇₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 3, 990, 222, 934  
元 本 ₁, ₇₃₇, ₆₈₁, ₇₇₂  
次 期 繰 越 損 益 金 ₂, ₂₅₂, ₅₄₁, ₁₆₂  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 1, 737, ₆₈1, 772口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 22, 9₆3円

＊ 期首における元本額は₂, ₃₄₇, ₅₁₈, ₄₈₆円、当期中における追加設定元本額は
₁₅₄, ₁₇₆, ₄₃₈円、同解約元本額は₇₆₄, ₀₁₃, ₁₅₂円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ＤＣ静
岡 ベ ン チ マ ー ク・ フ ァ ン ド₂₂₂, ₂₄₇, ₉₄₅円、 静 岡 ベ ン チ マ ー ク・ フ ァ ン ド
₁, ₅₁₅, ₄₃₃, ₈₂₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₂, ₉₆₃円です。

■損益の状況
当期　自 ₂₀₁₄年 ₄ 月₁₆日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₆7, ₈19, 927円

受 取 配 当 金 ₆₇, ₆₉₇, ₅₅₀  
受 取 利 息 ₁₂₁, ₁₇₇  
そ の 他 収 益 金 ₁, ₂₀₀  

（Ｂ）有価証券売買損益 1, 490, 341, 35₈  
売 買 益 ₁, ₅₀₁, ₄₀₈, ₄₁₃  
売 買 損 △  ₁₁, ₀₆₇, ₀₅₅  

（Ｃ）先物取引等損益 ₈5, 392, 719  
取 引 益 ₈₇, ₅₃₈, ₆₄₆  
取 引 損 △  ₂, ₁₄₅, ₉₂₇  

（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1, ₆43, 554, 004  
（Ｅ）前期繰越損益金 1, 307, ₆50, 444  
（Ｆ）解 約 差 損 益 金 △  ₈02, 0₈₆, ₈4₈  
（Ｇ）追加信託差損益金 103, 423, 5₆2  
（Ｈ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 2, 252, 541, 1₆2  

次期繰越損益金（Ｈ） 2, 252, 541, 1₆2  
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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